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平成 18 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要        平成 17年 11 月 15 日 
上 場 会 社 名        三 洋 工 業 株 式 会 社             上場取引所  東 

コ ー ド 番 号        ５９５８                     本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ  http://www.sanyo-industries.co.jp） 

代  表  者 役職名 取締役社長     氏 名  山岸 文男 

問合せ先責任者 役職名 取締役財務部長   氏 名  松野 正文   ＴＥＬ ( 03 ) 3685－3451 
 
決算取締役会開催日   平成 17年 11 月 15 日           中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日   平成 17年 12 月 9日            単元株制度採用の有無            有(1単元 1,000株) 

 

１．17 年 9月中間期の業績(平成 17年 4 月 1日～平成 17年 9 月 30日) 
（1）経営成績                     金額の表示は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 9 月中間期 12,935         6.4 △28          - 27     △33.8 
16 年 9 月中間期 12,151         9.3 3          - 41          - 
17 年 3 月期 27,713           - 353          - 434          - 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

17 年 9 月中間期 82      △50.6 2.45 
16 年 9 月中間期 166           - 4.95 

 

17 年 3 月期 553          - 16.48  
 (注)①期中平均株式数 17 年 9月中間期    33,606,591株 16 年 9月中間期    33,613,193 株   
            17 年 3月期      33,611,764株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（2）配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 

 円  銭 円   銭 
17 年 9 月中間期 2.50 -  
16 年 9 月中間期 2.50 -  
17 年 3 月期 - 5.00  
 
（3）財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 
17 年 9 月中間期 21,243 10,949 51.5 325.83 
16 年 9 月中間期 20,186 10,568 52.4 314.44 
17 年 3 月期 22,457 10,919 48.6 324.90 
 (注)①期末発行済株式数 17 年 9月中間期   33,604,875株  16 年 9月中間期   33,612,541 株 
             17 年 3月期     33,609,052株 
   ②期末自己株式数  17 年 9月中間期    1,595,125株  16 年 9月中間期    1,587,459 株 
             17 年 3月期      1,590,948株 
 
２．18 年 3月期の業績予想(平成 17年 4 月 1日～平成 18年 3 月 31日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通    期 28,000 650 600 2.50 5.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  17 円 85銭 
 
  ※ なお、上記の予想に関する事項については、「中間決算短信（連結）」の「経営成績及び財政状態」 
の次期の見通し（10 ページ）をご参照下さい。 
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中　 間　 貸 　借 　対 　照 　表
（単位：百万円）

平成１７年９月３０日 平成１６年９月３０日 平成１７年３月３１日
金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　資　産 １５，６１７ 73.5 １４，７３２ 73.0 １６，９８４ 75.6

現 金 及 び 預 金 ２，３４７ ２，１５２ １，９１６

受 取 手 形 ５，４７１ ５，０３３ ６，６８９

売 掛 金 ４，４６２ ４，６５８ ５，０７４

有 価 証 券 ９０１ ９０１ ９０１

た な 卸 資 産 ２，２３２ １，９０５ ２，１９５

短 期 貸 付 金 ３５７ ３０７ ４５６

繰 延 税 金 資 産 ７６ ― ４４

そ の 他 ６７ ３９ ４０

貸 倒 引 当 金 △２９８ △２６５ △３３５

固　定　資　産 ５，６２１ 26.5 ５，４５１ 27.0 ５，４７３ 24.4

有形固定資産 ３，７０８ ３，８２３ ３，６９１

建 物 １，２９３ １，２１３ １，３２２

機 械 装 置 ７６０ ７６２ ７１２

土 地 １，４３２ １，５３１ １，４３２

そ の 他 ２２３ ３１５ ２２３

無形固定資産 １６０ ９３ ９１

投資その他の資産 １，７５２ １，５３３ １，６９０

そ の 他 ２，００６ ２，０４８ １，８９８

貸 倒 引 当 金 △２５３ △５１４ △２０７

繰　延　資　産 ３ 0.0 １ 0.0 ― ―

２１，２４３ 100.0 ２０，１８６ 100.0 ２２，４５７ 100.0

（ 資 産 の 部 ）

資 産 合 計

科　　　　　　目
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度要約貸借対照表
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中　 間　 貸 　借 　対 　照 　表
（単位：百万円）

平成１７年９月３０日 平成１６年９月３０日 平成１７年３月３１日
金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

流　動　負　債 ７，８６７ 37.0 ７，４５６ 36.9 ９，３６２ 41.7

支 払 手 形 ４，７１５ ４，１９５ ５，９１６

買 掛 金 １，８２３ １，７８４ １，８９９

短 期 借 入 金 ５８８ ７５１ ７５１

未 払 金 ３１３ ２６３ ３２５

未 払 法 人 税 等 ３０ ３１ ６２

賞 与 引 当 金 １４２ １１６ １６１

そ の 他 ２５３ ３１４ ２４４

固　定　負　債 ２，４２６ 11.5 ２，１６１ 10.7 ２，１７５ 9.7

社 債 ５００ ３００ ３００

長 期 借 入 金 ４ ６ ５

退職給付引当金 １，５９０ １，６４３ １，６１８

役員退職慰労引当金 ２０３ １３８ １４５

繰 延 税 金 負 債 １２９ ７２ １０５

１０，２９３ 48.5 ９，６１７ 47.6 １１，５３７ 51.4

資　　本　　金 １，７６０ 8.3 １，７６０ 8.7 １，７６０ 7.8

１，１０１ 5.1 １，１０１ 5.5 １，１０１ 4.9

１，１０１ １，１０１ １，１０１

８，３５３ 39.3 ８，０５２ 39.9 ８，３５５ 37.2

４４０ ４４０ ４４０

７，３００ ７，３００ ７，３００

６１３ ３１２ ６１５

１８７ 0.9 １０５ 0.5 １５３ 0.7

△４５３ △ 2.1 △４５１ △ 2.2 △４５２ △ 2.0

１０，９４９ 51.5 １０，５６８ 52.4 １０，９１９ 48.6

２１，２４３ 100.0 ２０，１８６ 100.0 ２２，４５７ 100.0

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

任 意 積 立 金

中間(当期)未処分利益

その他有価証券評価差額金

自　己　株　式

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

（ 負 債 の 部 ）

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 )

科　　　　　　目
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度要約貸借対照表
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中　間　損　益　計　算　書
（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間

自平成１７年４月　１日 自平成１６年４月　１日 自平成１６年４月　１日

至平成１７年９月３０日 至平成１６年９月３０日 至平成１７年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％ ％

１２，９３５ 100.0 １２，１５１ 100.0 ２７，７１３ 100.0

９，９３７ 76.8 ９，１８５ 75.6 ２１，１２９ 76.2

２，９９７ 23.2 ２，９６６ 24.4 ６，５８３ 23.8

３，０２５ 23.4 ２，９６３ 24.4 ６，２３０ 22.5

△２８ △ 0.2 ３ 0.0 ３５３ 1.3

８９ 0.7 ８１ 0.7 １５４ 0.6

３４ 0.3 ４３ 0.4 ７３ 0.3

２７ 0.2 ４１ 0.3 ４３４ 1.6

４８ 0.4 １５５ 1.3 ２１８ 0.8

３ 0.0 ８ 0.0 １００ 0.4

７２ 0.6 １８８ 1.6 ５５２ 2.0

２１ 0.2 ２２ 0.2 ４３ 0.2

△３１ △ 0.2 － － △４４ △ 0.2

８２ 0.6 １６６ 1.4 ５５３ 2.0

５３１ １４５ １４５

－ － ０

－ － ８４

６１３ ３１２ ６１５

中 間 配 当 額

中間(当期)未処分利益

法人税･住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中間(当期)純利益

前 期 繰 越 利 益

自己株式処分差損

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間(当期)純利益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

科　　　　　　　　目

前事業年度要約損益計算書
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

   子会社株式      ………移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの………移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

   商    品………最終仕入原価法 

   原  材  料………先入先出法による原価法 

   製品・仕掛品………見積原価（先入先出法） 

            なお、実際原価との差額は中間会計期間末に修正しております。 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

     建    物………平成１０年３月３１日以前取得した建物………………………………定率法 

              平成１０年４月 １日以降取得した建物(建物附属設備を除く)……定額法 

     そ  の  他………定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  (2) 無形固定資産 

営 業 権      ………５年間で毎期均等額を償却しております。 

そ の 他      ………定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

 

 ３．繰延資産の処理方法 

    社債発行費………３年間で毎期均等額を償却しております。 

 

 ４．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間期の負担額

を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
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数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により発生の翌期から費用処理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

 

 ５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理………消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費税等については、相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示しております。 

 

 

会計処理の変更 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14年 8月 9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第 6 号）を適用し

ております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 
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注記事項
（中間貸借対照表関係）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 賃貸不動産の減価償却累計額

3. 担保資産
担保差入資産
建物
土地
賃貸不動産
計
上記の担保資産に対する債務
短期借入金
社債（銀行保証付無担保社債）
計

4. 平成13年10月30日の盗難事故による受取手形、株券の表示
当中間会計期間末

前中間会計期間末
投資有価証券には盗難事故による株券27百万円が含まれております。

前事業年度末

454
4550

127
417

300 300
1,037 1,000 1,000

当中間会計期間末

(百万円)
7,080

前中間会計期間末

(百万円)
6,968

-
607

537 700

7,013

136

224

595

500

前事業年度末
(百万円)

417

700

599

222 157

152
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（重要な後発事象） 
 当社は、平成17年 11月 15日開催の取締役会において、平成17年12月21日を株式交換の日とし
て、スワン商事株式会社を当社の完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、交換契約
書の調印を行います。 
 この株式交換は、商法第 358条第 1項に基づくものであり、商法第353条第 1項に定める株主総会
の承認を得ずに行うものであります。 
 
 
 
 
 
 

（中間損益計算書関係）

1. 営業外収益の内重要なもの

2. 営業外費用の内重要なもの

3. 特別利益の内重要なもの

4. 減価償却実施額

（リース取引関係）
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

（有価証券関係）
当中間会計期間末
子会社株式で時価のあるものは、ありません。
前中間会計期間末
子会社株式で時価のあるものは、ありません。
前事業年度末

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

支払利息 11
賃貸不動産関係費 39

受取利息 13
受取賃貸料 7231

支払利息 5
賃貸不動産関係費 22

5
22

支払利息
賃貸不動産関係費

土地売却益

当中間会計期間 前中間会計期間
(百万円) (百万円)

受取賃貸料

47 土地売却益 150

受取利息

無形固定資産 6

175

有形固定資産 128 有形固定資産 134 有形固定資産 282

投資有価証券売却益

無形固定資産 9
賃貸不動産 5 賃貸不動産 5 賃貸不動産 11
無形固定資産 8

前事業年度
(百万円)

7受取利息 6
受取賃貸料 43


